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（１） 適正な会計事務の確保  

 

地方公共団体において会計事務は、公金の収入支出、資金管理、決算調製

等、組織運営の最も基礎的な業務である。事故を未然に防止し、適正な会計

事務を確保することは、住民に対する説明責任を果たす上で極めて重要であ

り、職員の実務能力の向上や時代の変化を的確に捉えた会計制度の改善を図

る不断の努力が必要である。 

このため、会計管理局では、各局・所の会計事務が、これまで以上に適正

かつ効率的に実施されるよう、企画・指導・検査・審査の各部門が緊密な連

携体制の下、適正な会計事務の確保に努めている。 

各局・所に対しては、収支命令者や特別出納員を始め各職員が会計事務を

適切に行えるよう、「東京都会計事務規則」等に定める会計管理者への協議を

受け、相談対応を行うなど支援及び指導を行っている。また、収支命令者研

修、審査実務研修、金銭出納員研修及び会計実務研修を中央研修に位置づけ、

きめ細かく実施している。そのほか、100 万円未満の支出負担行為に係る収

支命令の審査が適正に行われているかを直接検査し、これを通じ事務指導を

行っている。 

会計制度についても、昨今の急速なデジタル化の進展を踏まえ、収入・支

出両面におけるキャッシュレス化の推進や、関係各局と連携した契約・支出

関連事務のデジタル化の検討等、企画、調査及び改善に向けた取組を行って

いる。 

会計管理局

収支命令者

局・所の予算事務
主管課長

特別出納員

局・所の予算事務を
取り扱う課長代理

検査

各局・所

企画

審査

適正な会計事務を確保する仕組み

【会計制度の企画・運用の統括】

【審査】

100万円以上

【審査】

100万円未満
【検査】

自己検査

【直接検査】

会計管理局による支援・指導 【支出命令書等の審査】

【会計管理者協議】

【指導・相談】

【研修】

収支命令者、審査実務

金銭出納員、会計実務

指導
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令和５年度の公金管理に当たっては、世界的な金融引締め等が続く中で

の海外景気の下振れの影響等を踏まえ、今後の社会経済動向や金融情勢の

先行きに特段の注意を払いつつ、迅速かつ的確なリスク対応を行いながら、

「東京都公金管理ポリシー」に基づき、安全性を最重要視し、流動性を十

分に確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・運用を目指す。       

 ※令和 5 年 4 月 19 日公表 

（２） リスク管理を徹底した公金管理の実施 
 

 都の公金の管理については、「東京都公金管理ポリシー」において公金

管理の基本方針を定めているほか、この方針に基づいて、毎年度「公金管

理計画」を策定し、安全性と流動性を十分に確保した上で、効率的な公金

の保管・運用に努めている。 

 

ア 歳計現金等 

日々の支払に備えるための支払準備金は、流動性預金で保管した上で、運

用可能資金は、定期性預金を基本として、効率性を確保するため、できる限

り長い期間保管する。 

 

イ 基金 

各基金の資金状況を勘案して、金融商品及び運用期間を設定する。 

金融商品別のポートフォリオ（※）は分散運用を基本とし、金融環境に応

じて柔軟に運用する。 

基金のポートフォリオは、預金 70％、債券 30％を想定している。 

 

ウ 準公営企業会計資金 

日々の支払に備えるための支払準備金は、普通預金で保管し、運用可能資

金は、定期性預金等を基本とし、できる限り長い期間運用する。 

 

 

（詳細 P40～） 

令和５年度公金管理計画（※）のポイント 

※  「 ポートフォリオ」 については、用 語 解 説 （ P82） 参 照  
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１ 重点事項     
 

会計管理局は、各局が取り組む事業の円滑な遂行を支えるべく、都政運営の

インフラともいうべき会計制度について、その整備及び適正な運用の確保等を

使命としており、この役割と責任を十分に果たしていかなければならない。 

令和５年度においては、社会経済環境の変化に柔軟に対応しつつ、次の三点

を重点事項として取り組んでいく。 

第一は、「適正な会計事務の確保」である。都民からお預かりした公金につい

て、会計上の事故を未然に防止し、適正な会計事務を継続的に確保するため、

会計実務等の指導及び直接検査や研修等を着実に実施するとともに、会計企画

部門、検査指導部門及び出納審査部門が連携し、全庁における会計事務の適正

な運用を図っていく。また、時代の変化に対応した新たな公金収納方法や、関

係各局と連携した契約・支出関連事務のデジタル化の検討等を的確に進める。 

第二は、「リスク管理を徹底した公金管理の実施」である。公金管理に当たっ

ては、世界的な金融引締め等が続く中での海外景気の下振れの影響等を踏まえ、

今後の社会経済動向や金融情勢の先行きに特段の注意を払いつつ、安全性を最

重要視し、流動性を十分に確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・運用を行う。 

第三は、「新公会計制度の推進」である。制度導入の先駆者として、引き続き

他自治体への支援に取り組みつつ、新公会計制度の更なる活用促進に向け、自

治体間連携の強化を図るとともに、庁内への情報発信や支援も継続していく。

また、財務諸表について精度の一層の向上を図るとともに、公表資料の不断の

改善を行っていく。 
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（３） 新公会計制度の推進 
 

都では、平成 18 年度から、全国で初めて従来の官庁会計に複式簿記・発生主

義会計の考え方を加えた新公会計制度を導入し、一般会計及びすべての特別会

計の財務諸表を作成している。 

 

ア 都の新公会計制度 

企業会計原則を基本に策定した「東京都会計基準」に基づき、財務会計シ

ステムにより日々仕訳を行い、財務諸表を作成している。作成した財務諸表

は、各会計の歳入歳出決算を補完する資料として、議会に提出している。 

この制度により、資産や負債といったストック情報や、減価償却費等を含

む正確なコスト情報の把握を通じて、自治体経営の視点を確立するとともに、

都民に対する一層の説明責任を果たしている。 

また、会計基準の継続的な見直しや会計手法について検討を行うため、東

京都会計基準委員会を設置している。あわせて、会計処理の正確性を確保す

るため、各局に対し、新公会計制度に係る指導・検査を実施している。 

 

イ 新公会計制度の活用促進に向けた自治体間連携 

新公会計制度の特長を活かした活用に向け、都と同様の方式による新公会

計制度を導入した自治体に対しては、導入支援に引き続き、ノウハウの提供

などの運用支援を実施している。 

一方、総務省が要請する「統一的な基準」（注）を採用する都内自治体に対

しては、「意見交換会」等を開催し、各自治体の実情に応じた情報提供・助言

を行っている。 

また、全国自治体へ向けては、新公会計制度導入の先行団体で構成する「新

公会計制度普及促進連絡会議」を通じ、制度の運用ノウハウや活用事例等の

情報発信を行っている。 

 注 平成 27 年１月、国は全国自治体に対し、国の定める「統一的な基準」に基づく財務書 

類作成を要請。 
（詳細 P29） 
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２ 組織と定数 

                             （令和５年８月１日現在） 

                        総 務 課  
                                 局の予算、組織、人事、福利厚生、文書等 

                                の庶務事務を行っている。                

 

                        公 金 管 理 課  

            管 理 部            都の公金の管理及び金融情勢に関する調査・ 

                        分析を行っている。 
 

           会計企画担当部長    資金運用担当課長 

 

                        会 計 企 画 課  

 会計管理局                           会計事務に関する企画・指導・検査、決算の 

調製、財務会計システムの管理・運用、新公会 

計制度の推進、事務用品の集中購買・供給事務 

を行っている。 
 

                       新公会計制度担当課長 

                       検査指導担当課長 

                       財務会計システム担当課長 

 

                        出 納 課  
都の公金の収入・支出等の出納に伴う事務、 

国費に関する事務、各局の収入・支出に関す 

る書類等の審査事務を行っている。             

 
                        警 察 出 納 課  

                       警視庁の収入・支出に関する書類等の審査 

          警察・消防出納部             事務、支払事務を行っている。 

 

                        消 防 出 納 課  
                                           東京消防庁の収入・支出に関する書類等の 

審査事務、支払事務を行っている。 

 

（定数） 

局長級 部長級 課長級 課長代理 主任・主事 計 

1 3 9 39 55 107 
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３ 予算 

 

                   　    令和５年度一般会計予算の概要 (単位：千円）

款 項 令和５年度 令和４年度

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

305,835 305,999 △ 164 △ 0.1 94.5

305,835 305,999 △ 164 △ 0.1 94.5

305,835 305,999 △ 164 △ 0.1 94.5

17,891 16,179 1,712 10.6 5.5

9,000 7,000 2,000 28.6 2.8

9,000 7,000 2,000 28.6 2.8

8,891 9,179 △ 288 △ 3.1 2.7

8,891 9,179 △ 288 △ 3.1 2.7

323,736 322,188 1,548 0.5 100

款 項 令和５年度 令和４年度

3,235,000 3,024,925 210,075 6.9 98.7

3,235,000 3,024,925 210,075 6.9 98.7

2,436,000 2,225,925 210,075 9.4 74.4

494,000 494,000 0 0 15.1

305,000 305,000 0 0 9.3

41,000 48,000 △ 7,000 △ 14.6 1.3

41,000 48,000 △ 7,000 △ 14.6 1.3

41,000 48,000 △ 7,000 △ 14.6 1.3

3,276,000 3,072,925 203,075 6.6 100

2,952,264 2,750,737 201,527  　　　　　  　　　　　

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
出

一　　般　　財　　源　　充　　当　　額

合　　　　　　　　　計

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

諸 収 入

都 預 金 利 子

目

公 債 費

構成比
（％）

構成比
（％）

合                         計

増減率
（％）

科                     目
比較増(△)減

使 用 料 及 手 数 料

手 数 料

諸 手 数 料

利 子 及 配 当 金

雑 入

金　　　　　　　　　額

比較増(△)減
増減率
（％）

科                     目 金　　　　　　　　　額

目

一 時 借 入 金 等 利 子

会 計 管 理 費

管 理 費

公 金 取 扱 費

都 預 金 利 子

公 債 費

積 立 金

総 務 費

雑 入

 

 

 

 

 

 

注 令和４年度は当初予算を記載している。また、増減率及び構成比中、 0 は 0 を表し、  
0 .0 は 0 ではないが四捨五入の結果、 0 になったものを表す。さらに、構成比について  
は、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計などと一致しない場合  
がある。  
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(１ ) 主な組織改正の変遷 

  ア 公金管理体制の確立 

    ペイオフ解禁を契機として公金管理体制の充実・強化を図るため平成

14 年３月に策定した「東京都資金管理方針」に基づき、安全性及び流動

性を確保した上で、効率的な資金管理を行う専管組織である公金管理課を

平成 14 年４月に設置した。 

 

イ 出納事務所の廃止 

会計事務の公正な処理を確保し、事務処理の簡素・効率化を一層推進す

ることを基本的な視点とした「会計制度・機構改革の基本方針」に基づき、

平成 14 年 12 月に出納事務所を全廃し、各局・所への審査の一部委任を開

始した。 

 

ウ 会計管理局の設置 

    特別職である出納長を廃止し、普通地方公共団体に一般職である会計管

理者を設置することを内容とする改正地方自治法（平成 18 年６月７日公

布、平成 19 年４月１日施行）に基づき、平成 19 年４月１日に出納長を廃

止し、会計管理者を設置した。 

併せて、平成 19 年度組織改正により、出納長室の廃止及び会計管理局

の設置を行い、局の下に、管理部、警察・消防出納部を設置し、２部６課

の執行体制とした。 

 

 (２ ) 職員定数の推移 

  簡素で効率的な組織の構築を目指し、出納事務所の全廃等により大幅なス

リム化を図り、その後はコンパクトかつフラットな組織体制を維持している。 

＜職員定数の推移＞人

年度

198

143 137 131
117 113 109 109 108108 107 107 106 114 115 113 113 111 107 106 107 107

0

50

100

150

200

250

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 R2 R3 R4 R5

新財務会計システム稼働

審査課・用品課廃止
公金管理課設置

出納事務所廃止
特別出納員制度開始

出納長室の廃止
会計管理者設置

人
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(１ ) 歳 入  

令和５年度の歳入予算総額は 323,736 千円である。 

その内訳は、情報公開に係る開示手数料である使用料及手数料、基金から

生じる利子収入等の財産収入、歳計現金等の預金利子収入及び公金取扱手数

料の準公営企業会計負担金からなる諸収入である。 

歳入予算総額のうち、基金から生じる利子収入等の財産収入の割合が

94.5％となっており、歳入のうちの大きな割合を占めている。 

令和５年度は、前年度と比較して、おおむね横ばいとなっている。 

(２ ) 歳 出  

令和５年度の歳出予算総額は 3,276,000 千円であり、その内訳は、総務費

（会計管理費）及び公債費であり、前者が 98.7％を占めている。 

ア 会計管理費 

会計管理費は、管理費、公金取扱費及び積立金から構成されている。 

このうち管理費は、会計管理局職員の給料、諸手当及び管理事務費（財

務会計システムの運用に係る経費、用品制度の運営に係る経費等）等を計

上したものである。令和５年度は、前年度と比較して、財務会計システム

の更新に係る経費の増加等により、210,075 千円の増となっている。 

積立金は、会計管理局で保管している都市外交人材育成基金外 18 基金か

ら生じる利子等をそれぞれの基金に積み立てるために計上したものである。

令和５年度は、前年度と同額になっている。 

イ 公債費 

公債費については、支払資金に一時的な不足が生じた場合に、金融機関

等から借入れる一時借入金等の利子に要する経費を計上したものである。

令和５年度は、前年度と比較し、借入見込額の減少及び借入利率の低下に

より、7,000 千円の減となっている。 

以上、令和５年度の歳出予算総額は、前年度と比較して、203,075 千円

の増（増減率 6.6％）となっている。 

（令和５年度一般会計予算：資料編(１)P77 参照） 
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